
平
成
３０
年
４
月
か
ら
介
護
報
酬
が
改
定

　
介
護
報
酬
が
改
定
さ
れ
た
こ
と
に
伴
い
、
サ
ー
ビ
ス
を
利
用

し
た
と
き
の
利
用
者
負
担
が
変
わ
り
ま
し
た
。

平
成
３０
年
４
月
か
ら
介
護
保
険
料
が
変
更

　
平
成
３０
～
３２
年
度
の
介
護
保
険
料
が
変
わ
り
ま
し
た
。

　
介
護
保
険
の
財
源（
公
費
、利
用
者
負
担
以
外
）（
図
1
）の
負

担
割
合
が
６５
歳
以
上
の
人
は
２３
％
、４０
～
６４
歳
の
人
は
２７
％
に

変
わ
り
ま
し
た
。

※������

介
護
保
険
料
は
次
頁
を
ご
覧
く
だ
さ
い
。

平
成
３０
年
４
月
か
ら

要
介
護
認
定
の
有
効
期
間
の
上
限
が
変
更

　
更
新
認
定
の
有
効
期
間
の
上
限
が
従
来
の
２４
ヵ
月
か
ら
３６
ヵ

月
に
変
更
に
な
り
ま
し
た
。

※������

実
際
の
有
効
期
間
は
個
々
に
認
定
審
査
会
で
決
定
し
ま
す
。

平
成
３０
年
８
月
か
ら　
　
　
　
　
　
　

介
護
保
険
サ
ー
ビ
ス
の
利
用
者
負
担
割
合
が
変
更

　
現
在
、
介
護
保
険
サ
ー
ビ
ス
の
利
用
者
負
担
は
１
割
ま
た
は

２
割
で
す
が
、
介
護
保
険
の
維
持
継
続
と
負
担
の
公
平
性
の
面

か
ら
利
用
者
負
担
が
見
直
さ
れ
、
所
得
の
高
い
人
の
負
担
割
合

が
３
割
に
変
更
さ
れ
ま
す
。

　
要
介
護
認
定
を
受
け
て
い
る
人
に
は
７
月
下
旬
ご
ろ
に
新
し

い
負
担
割
合
証
を
送
付
し
ま
す
。

平
成
３０
年
８
月
か
ら
７０
歳
以
上
の
人
の

高
額
医
療
・
高
額
介
護
合
算
制
度
の
限
度
額
が
変
更

　
高
額
医
療
・
高
額
介
護
合
算
制
度
の
所
得
区
分
が
７０
歳
以
上

で「
現
役
並
み
所
得
者
」の
人
は
、
新
た
に
３
つ
の
区
分
に
分
け

ら
れ
限
度
額
が
変
わ
り
ま
す（
図
2
）。

　
高
額
医
療
・
高
額
介
護
合
算
制
度
と
は
、
年
間
の
介
護
保
険

サ
ー
ビ
ス
と
医
療
費
の
利
用
者
負
担（
そ
れ
ぞ
れ
サ
ー
ビ
ス
の

限
度
額
適
用
後
の
利
用
者
負
担
）が
一
定
の
限
度
額
を
超
え
た

と
き
に
、
超
え
た
分
が
支
給
さ
れ
る
制
度
で
す
。

平
成
３０
年
１０
月
か
ら

福
祉
用
具
貸
与
に
つ
い
て
の
適
正
価
格
が
公
表

　
要
介
護
認
定
を
受
け
た
人
は
、
月
々
の
利
用
限
度
額
の
範
囲

内
で
あ
れ
ば
、
貸
与
価
格
の
１
～
３
割
の
利
用
者
負
担
で
福
祉

用
具
を
借
り
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。

　
貸
与
価
格
は
、
事
業
者
が
自
由
に
設
定
し
て
い
ま
し
た
が
、
平

成
３０
年
１０
月
か
ら
は
商
品
ご
と
に
上
限
額
が
設
定
さ
れ
ま
す
。

　
福
祉
用
具
貸
与
の
事
業
者
に
は
、商
品
の「
全
国
平
均
貸
与
価

格
」と「
そ
の
事
業
者
の
貸
与
価
格
」の
両
方
を
掲
示
す
る
こ
と

が
義
務
付
け
ら
れ
ま
す
。

平
成
30
年
4
月
か
ら
介
護
保
険
の
制
度
が
改
正
さ
れ
ま
し
た

　
介
護
保
険
制
度
は
、
高
齢
者
の
介
護
な
ど
を
社
会
全
体
で
支
え
合
う
制
度
で
、
介
護
が
必
要
に
な
っ

た
と
き
に
１
割
か
ら
２
割
の
利
用
者
負
担（
平
成
３０
年
８
月
よ
り
１
割
か
ら
３
割
の
利
用
者
負
担
）で

サ
ー
ビ
ス
を
利
用
で
き
る
公
的
保
険
で
す
。

　
今
回
は
、
介
護
保
険
制
度
の
改
正
内
容
に
つ
い
て
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

65歳以上の人
23%

40～64歳の人
27%

公費
50%

保険料
50%

介護保険の財源
利用者負担分除く

（図1）

※平成30年度から３年間の割合です

（図2）
区分 限度額

現役並み所得者
(課税所得145万円以上の
人) 67万円

一般（市民税課税世帯の人）56万円
低所得者Ⅱ　※1 31万円
低所得者Ⅰ　※2 19万円
※１市民税非課税世帯の人
※２�市民税非課税世帯で世帯の各収入から

必要経費・控除を差し引いたときに所得
が０円になる人

　　�(年金収入のみの場合80万円以下の人)
　　�低所得者Ⅰ区分の世帯で介護保険サー

ビスの利用者が複数いる場合は、限度額
の適用方法が異なります。

区分 限度額
課税所得
690万円
以上

212万円

課税所得
380万円
以上

141万円

課税所得
145万円
以上

67万円

所得段階 対象者 保険料率 年額保険料

第１段階 生活保護受給者および老齢福祉年金受給者で世帯非課税
世帯非課税で合計所得金額+課税年金収入額が80万円以下の人 基準額×0.45 29,700円

第２段階 �世帯非課税で合計所得金額+課税年金収入額が80万円超120万円以下の人 基準額×0.75 49,500円

第３段階 世帯非課税で合計所得金額+課税年金収入額が120万円超の人 基準額×0.75 49,500円

第４段階 �課税世帯の本人非課税で合計所得金額＋課税年金収入額が80万円以下の人 基準額×0.9 59,400円

第５段階 課税世帯の本人非課税で第4段階以外の人 基準額 66,000円

第６段階 本人課税で合計所得金額が125万円未満の人 基準額×1.2 79,200円

第７段階 本人課税で合計所得金額が125万円以上190万円未満の人 基準額×1.3 85,800円

第８段階 本人課税で合計所得金額が190万円以上290万円未満の人 基準額×1.5 99,000円

第９段階 本人課税で合計所得金額が290万円以上400万円未満の人 基準額×1.7 112,000円

第10段階 本人課税で合計所得金額が400万円以上700万円未満の人 基準額×1.8 118,800円

第11段階 本人課税で合計所得金額が700万円以上の人 基準額×1.9 125,400円

所得段階 対象者 保険料率 年額保険料

第１段階 生活保護受給者および老齢福祉年金受給者で世帯非課税
世帯非課税で課税年金収入額＋その他の合計所得金額が80万円以下の人 基準額×0.45 31,860円

第２段階 �世帯非課税で課税年金収入額＋その他の合計所得金額が80万円超120万円以
下の人 基準額×0.75 53,100円

第３段階 �世帯非課税で課税年金収入額＋その他の合計所得金額が120万円超の人 基準額×0.75 53,100円

第４段階 �課税世帯の本人非課税で課税年金収入額＋その他の合計所得金額が80万円以
下の人 基準額×0.9 63,720円

第５段階 課税世帯の本人非課税で第4段階以外の人 基準額 70,800円

第６段階 本人課税で合計所得金額が125万円未満の人 基準額×1.2 84,960円

第７段階 本人課税で合計所得金額が125万円以上190万円未満の人 基準額×1.3 92,040円

第８段階 本人課税で合計所得金額が190万円以上290万円未満の人 基準額×1.5 106,200円

第９段階 本人課税で合計所得金額が290万円以上400万円未満の人 基準額×1.7 120,360円

第10段階 本人課税で合計所得金額が400万円以上700万円未満の人 基準額×1.8 127,440円

第11段階 本人課税で合計所得金額が700万円以上の人 基準額×1.9 134,520円

※�その他の合計所得金額は、合計所得金額から課税年金収入額に係る雑所得を差し引いたものです。

・�本市では、第7期（平成30～32年度）の給付に必要な費用を推計し、第1号被保険者（65歳以上の被保険者）の保険
料を設定しました。保険料基準額（月額）を5,900円に改正しました。

・�第1号被保険者（65歳以上の被保険者）の皆さまの保険料額は、6月に個々に通知します。

介護保険料の改定

第６期(平成27～29年度)� 【所得段階(11段階)：基準額5,500円】

第7期(平成30～32年度)� 【所得段階(11段階)：基準額5,900円】

（改定）
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